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1. 概要

本資料は，再処理施設の第１回設工認申請のうち，以下の添付書類に示

す竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針を補足説明するものである。 

・再処理施設 添付書類「Ⅵ－１－１－１－２－４－１－１ 竜巻への

配慮が必要な施設の強度計算の方針」 

・再処理施設 添付書類「Ⅵ－１－１－１－２－４－２－１ 竜巻への

配慮が必要な施設の強度計算書」

添付書類「Ⅵ－１－１－１－２－２ 竜巻の影響を考慮する施設及び固

縛対象の選定」に設定している竜巻の影響を考慮する施設（以下，「評価対

象施設」という。）が，設計荷重(竜巻)に対して要求される強度を有するこ

とを確認するため,評価対象施設の構造を踏まえ，評価対象部位を選定し構

造強度評価を実施する。 

本資料では，構造強度評価における評価対象部位の選定方法を示す。

なお，本資料で示す評価対象部位の選定方法については，今回申請対象

外の再処理施設の竜巻防護対象施設に対しても適用するものである。 

2. 評価対象部位の選定方法について 

評価対象施設に設計荷重(竜巻)が作用することに対して，評価対象施設

に要求される安全機能を損なわないよう，評価対象施設に要求される強度

を有することを確認するため，評価対象施設の構造，設計荷重(竜巻)の作

用方向及び伝達過程を考慮した上で構造強度評価対象部位を選定する。 

構造強度評価対象部位の選定方法を以下に示す。 

(1)評価対象施設を構成する機器の形状を考慮した上で，設計荷重(竜

巻)が作用する機器を選定する。 

(2)設計荷重(竜巻)が作用する機器のうち，評価対象施設に要求される

機能へ影響を及ぼす機器を構造強度評価対象機器として選定する。 

(3)選定した評価対象機器を構成する部位に対し，構造や設置環境及び

設計荷重(竜巻)の主な荷重が水平方向に作用することを考慮し，設

計荷重(竜巻)が直接作用する部位を構造強度評価対象部位として選

定する。また，設計荷重(竜巻)が直接作用する部位を介して荷重が作

用する定着部を構造強度評価対象部位として選定する。 

以上より，選定した構造強度評価対象部位に対し，考慮すべき荷重を組

み合わせ，構造強度評価を行う。 

考慮する荷重の組合せについては 3 項のとおりとする。 

3. 荷重の組合せについて

 評価対象施設の強度評価にて考慮する荷重及び荷重の組合せは，添付書

類「Ⅵ－１－１－１－２－１ 竜巻への配慮に関する基本方針」にて設定

しており，添付書類記載内容を「（１）荷重の種類」及び「（２）荷重の組

合せ」に示す。 
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（１）荷重の種類

 a. 常時作用する荷重

常時作用する荷重としては，持続的に生じる固定荷重(自重)及び積載

荷重を考慮する。自重により作用する荷重は，評価対象部位の設置方向

を考慮する。 

 b. 設計竜巻荷重

設計竜巻荷重としては，設計竜巻の風圧力による荷重，気圧差による

荷重及び飛来物による衝撃荷重を考慮する。飛来物による衝撃荷重とし

ては，設計飛来物である鋼製材が衝突する場合の荷重を設定する。これ

らの荷重は短期荷重とする。設計竜巻の特性値を第３-１表に示す。 

・設計竜巻の移動速度（ＶＴ）

ＶＴ＝0.15×ＶＤ

ＶＤ：設計竜巻の最大風速（m/s）

・設計竜巻の最大接線風速（ＶＲ ｍ）

ＶＲ ｍ＝ＶＤ－ＶＴ

ＶＴ：設計竜巻の移動速度（m/s）

・設計竜巻の最大気圧低下量（ΔＰｍ ａ ｘ）

ΔＰｍ ａ ｘ＝ρ×ＶＲ ｍ
２

 ρ：空気密度（1.22（kg/m３）） 

ＶＲ ｍ：設計竜巻の最大接線風速（m/s） 

 第３-１表 設計竜巻の特性値

最大風速

ＶＤ

（m/s）

移動速度

ＶＴ

（m/s）

最大接線風速

ＶＲ ｍ

（m/s）  

最大気圧低下量

ΔＰｍ ａ ｘ  

(N/m2) 

100 15 85 8,900 
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(a)風圧力による荷重(WW) 

風圧力による荷重は，設計竜巻の最大風速による荷重である。

竜巻の最大風速は，一般的には水平方向の風速として算出されるが，

鉛直方向の風圧力に対して脆弱と考えられる竜巻防護対策設備が存在

する場合には，鉛直方向の最大風速に基づいて算出した鉛直方向の風圧

力についても考慮する。 

風圧力による荷重は，設備の形状により変化するため，設備の部位ご

とに異なる。そのため，各設備及び評価対象部位に対して厳しくなる方

向からの風を想定し，各設備の部位ごとに荷重を設定する。 

ガスト影響係数（Ｇ）は，設計竜巻の風速が最大瞬間風速をベースと

していること等から設備の形状によらず「原子力発電所の竜巻影響評価

ガイド」(改定 令和元年 9 月 6 日 原規技発第 1909069 号  原子力規制

委員会決定) (以下，「竜巻ガイド」という。)を参考に，Ｇ＝1.0 とする。

空気密度（ρ）は「建築物荷重指針・同解説（2015 改定）」よりρ＝1.22 

kg/m3 とする。  

設計用速度圧(q) については設備の形状によらず q＝6,100 N/m2 とす

る。 

(b)気圧差による荷重(WP) 

外気と隔離されている区画の境界部など，気圧差による圧力影響を受

ける設備の建屋壁，屋根等においては，設計竜巻による気圧低下によっ

て生じる設備等の内外の気圧差による荷重が発生する。閉じた設備(通

気がない設備)については，この気圧差により閉じた設備の隔壁に外向

きに作用する圧力が生じるとみなし，気圧差による荷重を設定すること

を基本とする。 

部分的に閉じた施設（通気がある施設等）については，施設の構造健

全性を評価する上で厳しくなるよう作用する荷重を設定する。 

上記に該当しないものは，気圧差による荷重が生じないことから，

WP=0 とする。 

(c)飛来物による衝撃荷重

 設計飛来物である鋼製材及び鋼製パイプのうち,運動エネルギ及び

貫通力が大きい鋼製材にて飛来物による衝撃荷重を算出する。 

竜巻防護対策設備を設置する竜巻防護対象施設は，設計飛来物が衝

突しないことから，飛来物による衝撃荷重は考慮しない。 

なお，飛来物防護ネットを設置する竜巻防護対象施設は,鋼製パイプ

を通過させないために網目 40mm の補助防護ネットを設置しているこ

とから,鋼製パイプを含めた設計飛来物による衝撃荷重は考慮しない。 

また，防護ネットの網目 40mm を通過し得る飛来物として砂利のよ

うな極小飛来物が考えられる。しかし，砂利のような極小飛来物の衝

突時間は極めて短く，また質量差もあることから，竜巻防護対象施設

に有意な変形を生じさせることはないため，極小飛来物による衝撃荷

重は考慮しない。

一方，極小飛来物の衝突による貫通現象は想定されることから，衝突

による影響評価として，網目 40mm と同サイズの砂利を想定する。 

鋼製材が衝突した場合において,影響が大きくなる向きで評価対象施

設に衝突した場合の衝撃荷重を算出する。衝突評価においては，飛来

物の衝突による影響が大きくなる向きで衝突することを考慮して評価
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を行う。

飛来物の寸法，質量及び飛来速度を第３-２表に示す。設計飛来物の

飛来速度については，事業指定(変更許可）を受けたとおり設定する。

その他の飛来物として，防護ネットを通過する砂利については，解析

コード「ＴＯＮＢＯＳ」を用いて算出した速度を飛来速度として設定

する。

なお，評価に用いた解析コード「ＴＯＮＢＯＳ」の検証及び妥当性

確認等の概要については，添付書類「Ⅵ－１－１－１－２－５ 計算

機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

第３-２表 飛来物の諸元

飛来物の種類 鋼製材 砂利

寸法（m）
長さ×幅×奥行

4.2×0.3×0.2 
0.04×0.04×0.04 

質量（kg） 135 0.18 

最大水平速度

（m/s）  
51 62 

最大鉛直速度

（m/s）  
34 42 

c. 運転時荷重(FP) 

運転時荷重としては，配管にかかる内圧等とする。

d. 積雪荷重(SL) 

その他の自然現象による荷重としては，冬季における竜巻の発生を想

定し，添付書類「Ⅵ－１－１－１ 自然現象等による損傷の防止に関す

る説明書」の「2.2 組合せ」に基づき，組み合わせる積雪は，「青森県建

築基準法施行細則」による六ヶ所村の垂直積雪量 190cm に平均的な積雪

荷重を与えるための係数 0.35 を考慮し 66.5cm とする。積雪荷重につい

ては，建築基準法施行令第 86 条第 2 項により，積雪量 1cm ごとに 30N/m2

の積雪荷重が作用することから積雪荷重を 1,955 N/m2 を考慮する。 

また，積雪荷重は水平部に堆積するものとし，施設の形状を踏まえて

堆積面積を設定し，荷重を算出する。 

なお，配管等の構造上積雪しにくい構造である場合は考慮しないこと

とする。 
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（２）荷重の組合せ 

a. 竜巻防護設計における荷重の組合せとしては，常時作用する荷重，設

計竜巻荷重，運転時荷重及び積雪荷重を適切に考慮する。

b. 設計竜巻荷重及び積雪荷重については，対象とする施設の設置場所及

びその他の環境条件によって設定する。

c. 飛来物による衝突の設定においては，評価に応じて影響の大きくなる

向きで衝突するように設定する。さらに，衝突断面積についても，影響

が大きくなるような形状として設定する。 

d. 常時作用する荷重及び運転時荷重については，組み合わせることで設

計竜巻荷重の抗力となる場合には，保守的に組み合わせないことを基本

とする。 

4．参考文献 
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1. 概要 

本資料は，安全冷却水Ｂ冷却塔について，設計竜巻を作用させた構造強度

評価における評価対象部位の選定方法及び選定結果を示す。 

2. 安全冷却水Ｂ冷却塔について 

(1) 安全冷却水Ｂ冷却塔の機能について 

安全冷却水Ｂ冷却塔は，再処理施設内の各施設を冷却した後の冷却水を，  

空気と熱交換することで冷却するための設備である。そのため，安全冷却

水Ｂ冷却塔は崩壊熱により溶液が沸騰するおそれのある機器の崩壊熱を除

去するための冷却機能を有しており，その冷却機能の維持に必要な機器と

して，支持架構，ファン駆動部及び管束により構成される。 

(2) 安全冷却水Ｂ冷却塔の構造について 

安全冷却水Ｂ冷却塔の概要図を第２—１図，第２—１図に示した A—A，B—B

断面について第２—２図に示す。また，安全冷却水Ｂ冷却塔を構成する主要

な機器と部位を第２—１表に示す。 

第２—１表 安全冷却水Ｂ冷却塔を構成する主要な機器と部位 

機器 部位 

支持架構 

（基礎ボルト含む） 

主柱，床はり，機械台はり，立面ブレース， 

水平ブレース，基礎ボルト 

ルーバ
ルーバフレーム，ルーバブレード，ブレードシャフ

ト，ルーバ取付ボルト

管束 
管束フレーム，チューブサポート，伝熱管，ヘッダ

ー，管束取付ボルト 

ファン駆動部

ファン，ファンリング，ファンリングサポート，ファ

ンリングサポート取付ボルト,原動機（端子箱含む），

原動機取付ボルト,減速機，減速機取付ボルト,ケー

ブル 

遮熱板 遮熱板，遮熱板取付ボルト 
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第２-１図 安 全 冷 却 水 Ｂ 冷 却 塔  概 要 図

A A

ケ－ブルトレイ

13



３

管束 

ルーバ

減速機 

原動機 

ファン

ファンリング

基礎ボルト
減速機取付ボルト 

原動機取付ボルト 

ファンリングサポート

取付ボルト 

管束取付ボルト 

ルーバ取付ボルト

主柱 

床はり 

機械台は

立面ブレース 

ファンリングサポート

遮熱板 

竜巻風の作用方向（NS 方向）

竜巻風の作用方向（EW 方向）

第２-２図 安全冷却水Ｂ冷却塔 断面概要図 

A－A 断面 B－B 断面 

ケーブルトレイ
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3. 構造強度評価対象部位の選定について 

3.1 構造強度評価対象機器の選定 

竜巻時及び竜巻通過後において，安全冷却水Ｂ冷却塔の安全機能が維持

されていることを確認するため，構造強度評価対象機器を選定する。 

安全冷却水 B 冷却塔を構成する機器の形状を考慮した上で，設計荷重(竜

巻)が作用する機器のうち，冷却機能を維持するために必要な機器及び冷却

機能を維持するために必要な機器に対し影響を及ぼすおそれのある機器を

構造強度評価対象機器として選定する。 

選定結果を第３—１表に示す。 

なお，冷却機能へ寄与しない安全冷却水Ｂ冷却塔を構成するその他付属

機器についても，機器ごとに冷却機能への影響がないことを確認している

（参考—１参照）。 
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第３—１表 構造強度評価対象機器の選定結果

機器 選定結果 選定理由

支持架構 

（基礎ボルト含む） 
〇 

構造健強度評価の対象とする。 

ルーバ 〇 

 

構造

強度評価の対象とする。 

管束 〇 

構造強度評価の対象とする。 

ファン駆動部 〇 構造強度

評価の対象とする。 

遮熱板 〇 

 

構造強度評価の対象とする。 

＜凡例＞〇：構造強度評価対象，×：構造強度評価対象外
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6 
 

3.2 構造強度評価対象部位の選定 

「3.1 構造強度評価対象機器の選定」にて選定された機器を構成する部

位のうち，構造健全性を確認するために，構造強度評価対象部位を選定す

る。 

構造強度評価対象部位は，構造や設置環境，設計荷重(竜巻)が水平方向

に作用することを考慮した上で，構造強度評価対象機器を構成する部材の

うち，設計荷重(竜巻)が直接作用する部位及び直接作用する部位を介して

荷重が作用する定着部とする。 

 

(1)支持架構（基礎ボルト含む） 

支持架構は，主柱，床はり，機械台はり，立面ブレース，水平ブレース

及び基礎ボルトにより構成されている。これらの部材は，

構造強度評価対

象部位とする。 
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(2) 支持架構搭載機器

支持架構搭載機器のうち，構造強度価対象機器は，ファン駆動部，管束，

遮熱板及びルーバである。

各機器に対し，設計荷重(竜巻)が直接作用する部位及び直接作用する部

位を介して荷重が作用する定着部から，構造や設置環境を踏まえて，評価

対象部位を選定する。

a. ファン駆動部 

ファン駆動部構造概要図を第３—１図に示す。ファン駆動部下部の状況

を第３—２図に示す。また，ファン駆動部の構造強度評価対象部位の選

定結果を第３—２表に示す。 

第３—２表 ファン駆動部の構造強度評価対象部位の選定結果(1/2) 

部位 選定結果 選定理由

ファンリング 〇 
構造強度評価を

実施する。 

また

構造強度評価を実施する。 

ファンリングサポート 〇 

ファンリングサポート

取付ボルト 
〇 

ファン × 
※，

機能喪失に至るよ

うな有意な変形は生じない。 

＜凡例＞〇：構造強度評価対象，×：構造強度評価対象外

※ 外殻となる部材により，当該部位に作用する風圧力による荷重は 1/18

以下となる。詳細は別添—１参照。
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第３—２表 ファン駆動部の構造強度評価対象部位の選定結果(2/2) 

部位 選定結果 選定理由

減速機 × 

※

機能喪失に至るような有

意な変形は生じない。また，端子箱に

ついては，

影響はな

い。 

減速機取付ボルト × 

原動機（端子箱含む） × 

原動機取付ボルト × 

ケーブル × ケーブルトレイ

の変形や脱落による影響を受けない。 

また，ケーブルトレイに砂利による

衝撃荷重が作用するが，貫通限界厚さ

1.0mm 以上の板厚を有していることか

ら，影響は受けない。 

ケー ブル に対 する 検討 結果 の詳 細

は参考—２に示す。

＜凡例＞〇：構造強度評価対象，×：構造強度評価対象外

※ 外殻となる部材により，当該部位に作用する風圧力による荷重は 1/18

以下となる。詳細は別添—１参照。
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第３—１図 ファン駆動部構造概要図 

竜巻風の作用方向（NS 方向）

竜巻風の作用方向（EW 方向）

・引張

・せん断

・曲げ

ケーブルトレイ

・曲げ
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第３—２図 ファン駆動部下部の状況

b. 管束

管束構造図を第３—３図に示す。管束の構造強度評価対象部位の選定

結果を第３—３表に示す。 
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第３—３図 管束構造図 

・曲げ

・曲げ

竜巻風の作用方向（NS 方向） 

竜巻風の作用方向（EW 方向） 

管 束 取 付 ボルト 

・せん断※

※：管束取付ボルトの評価において，

せん断応力のみ評価を行う。 
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第３—３表 管束の構造強度評価対象部位の選定結果

部位 選定結果 選定理由

チューブサポート × ※，

機能喪失に至るような有意な変

形は生じない。 

伝熱管 × 

※，

機能

喪失に至るような有意な変形は生じ

ない。 

また

気圧差による影響はない。 

管束フレーム 〇 構造強度評価を

実施する。 

また

構造

強度評価を実施する。

管束取付ボルト 〇 

ヘッダー 〇 
構造強度評価を

実施する。 

＜凡例＞〇：構造強度評価対象，×：構造強度評価対象外

※外殻となる部材により，当該部位に作用する風圧力による荷重は 1/18 以

下となる。詳細は別添—１参照。 
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c. 遮熱板 

遮熱板構造図を第３—４図に示す。また，遮熱板の構造強度評価対象部

位の選定結果を第３—４表に示す。 

第３—４図 遮熱板構造図 

・引張

・せん断

・曲げ

＋：遮熱板取付ボルト

竜巻風の作用方向（NS 方向） 

竜巻風の作用方向（EW 方向） 
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第３—４表 遮熱板の構造強度評価対象部位の選定結果

部位 選定結果 選定理由

遮熱板 〇 

構造

強度評価を実施する。 

また，

構造強度評価を実施する。

遮熱板取付ボルト 〇 

＜凡例＞〇：構造強度評価対象，×：構造強度評価対象外

ｄ. ルーバ 

ルーバ構造図を第３—５図に示す。また，ルーバの構造強度評価対象部

位の選定結果を第３—５表に示す。

第３—５図 ルーバ構造図 

ル ーバ 取 付 ボ ル ト

ル ーバ ブ レ ー ド 及び ブ レ ー ド シャ フ ト

ル ーバ フ レ ー ム

・引張

・せん断

竜巻風の作用方向（NS 方向） 

竜巻風の作用方向（EW 方向） 
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第３—５表 ルーバの構造強度評価対象部位の選定結果

部位 選定結果 選定理由

ルーバフレーム × 

冷却機能に影響はない。 

ルーバブレード × 

有意な変形は生じない。 

ブレードシャフト × 

ルーバ取付ボルト 〇 
構造強

度評価を実施する。 

＜凡例＞〇：構造強度評価対象，×：構造強度評価対象外
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3.3 荷重の組合せ

安全冷却水Ｂ冷却塔に関しては，

の組合せとする。なお，運転時荷重として， を

考慮する。 

評価対象施設の評価項目ごとの荷重の組合せについて第３—６表に示す。 

第３—６表 評価対象施設の荷重の組合せ

評価対

象施設

の分類 

施設 

名称 

評価 

項目 

荷重の種類 

風圧力

による

荷重 

気圧差

による

荷重 

飛来物に

よる衝撃

荷重 

積雪 

荷重 

常時作

用する

荷重 

運転時

荷重 

屋外の

竜巻防

護対象

施設

安全冷

却水Ｂ

冷却塔 

構

造 

強

度 

〇：考慮する荷重を示す。 

注１：

 

注２：

注３：
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4. 構造強度評価対象部位の選定結果一覧

安全冷却水Ｂ冷却塔における構造強度評価対象部位の選定結果一覧を第

４—１表に示す。 

第４—１表 安全冷却水Ｂ冷却塔 構造強度評価対象部位の選定結果 

構造強度 

評価対象機器
構造強度評価対象部位 主な応力の種類

支持架構

主柱
引張 

圧縮 

せん断 

曲げ 

組合せ（引張+曲げ） 

組合せ（圧縮+曲げ） 

床はり，機械台はり 

水平ブレ—ス，立面ブレ—ス

基礎ボルト 
引張

せん断

支

持

架

構

搭

載

機

器 

ファン

駆動部

ファンリング 曲げ

ファンリングサポート 曲げ

ファンリングサポ—ト取付ボルト
引張

せん断

管束

管束フレーム 曲げ

ヘッダー 曲げ

管束取付ボルト せん断

遮熱板

遮熱板 曲げ

遮熱板取付ボルト
引張

せん断

ルーバ ルーバ取付ボルト
引張

せん断
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別添―１

外殻に囲われる部位に対する竜巻の風圧力による荷重の影響について

１．概要

 設計竜巻による風圧力による荷重が作用した際，外殻に囲われている

部位については，外殻が風防の役割を果たし，内部への風圧力による荷

重の影響は軽減される。そのため，竜巻防護対象施設の構造強度評価に

おいては，外殻による風防効果を踏まえた評価対象部位の選定を実施し

ていることから，外殻に覆われた部位の風圧力による荷重の影響につい

て説明する。 

２．外殻に囲われた部位の風力係数について

外殻に囲われている部位に対する，設計竜巻の風圧力による荷重の影

響について，「APPLIED FLUID DYNAMICS HANDBOOK」（著：ROBERT D. 

BLEVINS）を参照し，風力係数へ与える影響を確認する。 

（１）外殻が風力係数へ及ぼす影響について 

図１に流れの上流と下流に配置された２枚の板について，それぞれの

板に加わる風の力を基にした風力係数評価を示す。図１に示す板１（上

流側に配置された板）を「外殻を構成する板」，板２（下流側に配置され

た板）を「外殻により防護される板」とすると，外殻により防護される板

である板２の風力係数（ＣＤ ２）は外殻を構成する板である板１の風力係

数（ＣＤ １）に対し，小さくなることが分かる。 

これは，２枚の板が近づくと，上流側の板１に衝突したはく離の影響

を受け，下流側の板２には直接流れが衝突しないが，２枚の板が離れる

と上流側の板１に衝突したはく離の影響が小さくなり，下流側の板２に

も流れが直接衝突し始めることを示している。 

よって，板１と板２が近づいた場合，上流側の板１に衝突した流れ（は

く離）の影響を受け，下流側の板２との間の空間には，横風が顕著に影響

しないと考えられる。 
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（２）適用条件について

「APPLIED FLUID DYNAMICS HANDBOOK」の適用条件として，以下の２点

がある。 

①板１に比べ，板２の高さは同等以下であること。

②乱流域であること。

安全冷却水Ｂ冷却塔のファン駆動部及び管束においては，図２に示す

安全冷却水Ｂ冷却塔の構造図のとおり，

となっていることから，安全冷却水Ｂ冷却塔のフ

ァン駆動部及び管束に「APPLIED FLUID DYNAMICS HANDBOOK」が適用可能

か検討をした結果を以下に示す。 

「APPLIED FLUID DYNAMICS HANDBOOK」に示されている図１の２枚の板

は，紙面奥行き方向は無限平板を想定しており，風の流れは，板１に衝突

して上下方向に分離し，上部及び下部から内部に流入し，板２に衝突す

ることを想定している。つまり，周方向からの流入を想定していない。安

全冷却水Ｂ冷却塔の管束，ファン駆動部において，

となっている。したがって，安全冷却水Ｂ冷却塔のファン駆

動部及び管束の評価において外殻となる部位の内側に配置される部位へ

の影響は図１に示すモデルと同等の関係であり，かつ外殻となる部位の

高さは同じであることから，①の適用条件を満足している。 

図 1 並んだ 2 枚の板のそれぞれの風力係数 

（「APPLIED FLUID DYNAMICS HANDBOOK」抜粋）
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また，竜巻の風は不規則な流れであり，乱流と判断できることから，②

の適用条件を満足している。 

以上のことから，安全冷却水Ｂ冷却塔のファン駆動部及び管束に，

「APPLIED FLUID DYNAMICS HANDBOOK」を適用することは可能である。 
m
m

竜巻風

図２ 安全冷却水Ｂ冷却塔 構造図

管束
ファン

ファンリング
減速機

原動機

遮熱板

コモンベッド
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（３）風力係数への影響

安全冷却水Ｂ冷却塔において，外殻に覆われる部位の風力係数への影

響を評価する。外殻となる部位と外殻に囲われている部位の関係を表１

に示す。 

表１ 外殻となる部位と外殻に囲われている部位

構造強度評価対

象機器 
外殻となる部位 外殻に囲われている部位

ファン駆動部

管束

風力係数への影響においては，外殻に覆われる部位の取り方によって

E/D の値が変化することから，保守的な値となるよう，外殻となる部位の

内寸を E，外殻となる部位の高さを D とする。図２に安全冷却水Ｂ冷却塔

の寸法を示し，表２に E/D を算出した結果を示す。 

E/D は 2 以下であり，外殻に囲われている部位に作用する風力係数へ

の影響は図１より 1/18 以下となる。 

表２ 外殻を成す板の E/D 

構造健全性評価対象機器 E（mm） D（mm） E/D 

管束

ファンリング

については，図２に示すよう

に

であることから，風力係数への影響は 1/18

以下となる。 

風圧力による荷重は風力係数に比例することから，外殻に囲われてい

る部位に作用する風圧力による荷重も 1/18 以下となる。この時，外殻に

囲われている部位に作用する風圧力による荷重を風速に換算すると，外

殻に囲われている部位に作用する風速は，約 24m/s 相当であり，外殻を

成す板の間にある部位への水平荷重の影響は，稀風より小さく，その影

響が十分小さいことが分かる。 
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３．結論 

 以下の理由により，安全冷却水Ｂ冷却塔において，外殻に覆われた部位

の風力係数は低減され，風圧力による荷重は十分小さくなると判断できる。 

①図１に示すとおり，板１と板２の距離 E は近いほど E/D が小さくなり，

板１に比べ板２の風力係数は小さくなる傾向であることが分かる。一

方，安全冷却水Ｂ冷却塔における距離 E は，外殻を構成する部位の内

寸を用いており，実機においては，外殻となる部位と外殻に囲われて

いる部位との距離 E になることから，E の値は評価に用いた値より小

さくなり，実機の風力係数は更に小さくなる。 

②図１の板の位置関係では，上部及び下部には障害物がない位置関係で

あるが， 上

部及び下部からの風の流入は軽微となり，実機の風力係数は更に小さ

くなる。 
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参考－１ 

安全冷却水 B 冷却塔のその他付属機器の竜巻評価について 
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1．安全冷却水 B冷却塔のその他付属機器の竜巻評価について

安全冷却水 B 冷却塔の冷却機能へ寄与しないその他付属機器のうち，重量や寸法が大き

いものについて、冷却機能に影響を及ぼし得る機器に該当するか確認した。 

第１表に竜巻影響評価の結果を示す。 

なお，PHS アンテナのような軽量な機器は冷却機能に影響を及ぼすおそれがないことか

ら，記載していない。 

第１表 安全冷却水 B冷却塔のその他付属機器の竜巻評価結果 

No. 機器 対応 

1 側部ルーバ 
冷却機能を有する機器へ影響を及ぼすことはな

い。 

第１図に側部ルーバの配置，第２図に写真を示す。 

2 ファンガード
 

第３図にファンガードの写真及び構造図を示す。 

3 
上部プレナム 

（ﾃﾞｯｷﾌﾟﾚｰﾄ） 冷却機能を有する機器へ影響を及ぼすことはな

い。 

第１図に上部プレナムの配置，第２図に写真を示す。 

4 歩廊 冷却機

能を有する機器へ影響を及ぼすことはない。 

第１図に歩廊の配置，第２図に写真を示す。 

5 

盤 

（スペースヒー

タ）

冷却機能を有する機器へ影響を及ぼすことはない。 

第１図に盤の配置，第４図に盤の写真を示す。 
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第１図 側部ルーバ，上部プレナム，歩廊及び盤の配置 

 

 

 

第２図 側部ルーバ，上部プレナム，歩廊の写真  

上部プレナム 

歩廊 

側部ルーバ 

歩廊 

上部プレナム

盤 

盤 

側部ルーバ 
上部プレナム 
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第３図 ファンガードの写真及び構造図 

ファンガード

ファンガード

38



4

第４図 盤の写真 
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参考－２ 

安全冷却水 B 冷却塔のケーブルに対する竜巻評価について 
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1．ケーブルの竜巻評価について 

冷却塔のケーブルはケーブルトレイに収納されており，ケーブルトレイには，

防護ネットを通過する飛来物である砂利による衝撃荷重が作用す

る。そのため，ケーブルの外殻となるケーブルトレイに対する竜巻影響を確認する。ケー

ブルトレイの鳥瞰図を第１図に示す。 

設計竜巻の風圧力による荷重によるケーブルトレイへの影響を想定した場合，ケーブル

ケーブルトレイの変

形や脱落による影響を受けない。 

また，砂利による衝撃荷重に対してケーブルトレイへの影響を想定した場合については，

補足説明資料「外竜巻 20 竜巻への配慮が必要な施設の強度計算書に関する砂利等の極小

飛来物による竜巻防護対象施設への影響について」に示す貫通限界厚さ 1.0mm 以上の板厚

を有していることから，砂利の衝突による影響は受けない。 

 

 
第１図 ケーブルトレイ鳥瞰図 

 
以上 
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別紙-２ 

竜巻の影響を考慮する施設のうち配管の 

構造強度評価対象部位選定結果 
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1. 概要

本資料は，竜巻防護対象施設のうち配管（安全冷却水 B 冷却塔～安全冷

却水 B 冷却塔供給ヘッダー合流点，安全冷却水 B 冷却塔戻りヘッダー分岐

点～安全冷却水 B 冷却塔）（以下，「配管」という。）について，設計荷重(竜

巻)を作用させた構造強度評価における評価対象部位の選定方法及び選定

結果を示す。 

2.  配管の機能について 

2.1 安全冷却水 B 冷却塔周りの配管

 安全冷却水 B 冷却塔周りの配管は，安全冷却水 B 冷却塔及び崩壊熱によ

り溶液が沸騰するおそれのある機器と接続し，安全冷却水 B 冷却塔にて冷

却した冷却水を機器まで移送する流路である。そのため，安全冷却水 B 冷

却塔周りの配管は崩壊熱により溶液が沸騰するおそれのある機器の崩壊

熱を除去するための冷却機能を有している。 

3. 構造強度評価対象部位の選定について

3.1 構造強度評価対象機器の選定 

竜巻時及び竜巻通過後において，配管の安全機能が維持されていること

を確認するため，構造強度評価対象機器を選定する。 

構造強度評価対象機器は，設計荷重(竜巻)が作用する機器のうち，冷却

機能への影響を踏まえて選定する。選定結果を第３—１表に示す。 

第３—１表 構造強度評価対象機器の選定結果

機器 選定結果 選定理由

配管 〇 

設計荷重(竜巻)が作用する機器であり，冷

却機能に必要な機器（冷却水の流路）であ

ることから，構造強度評価の対象とする。 

＜凡例＞〇：構造強度評価対象，×：構造強度評価対象外
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3.2 構造強度評価対象部位の選定

「3.1 構造強度評価対象機器の選定」にて選定された機器を構成する部

位のうち，構造健全性を確認するために，構造強度評価対象部位を選定す

る。 

構造強度評価対象部位は，構造強度評価対象機器を構成する部材のうち，

設計荷重(竜巻)が直接作用する部位とする。 

(1) 配管

配管に設計竜巻の風圧力による荷重及び気圧差による荷重が直接作用す

るため，構造強度評価の対象とする。 

なお，弁を設置している箇所においては，弁の断面係数は配管に比べて

大きく，配管の評価に包絡される。支持構造物については，地震に対して

耐荷重設計を行っており，配管本体に設計竜巻の風圧力による荷重が作用

した場合でも，支持構造物の耐荷重設計においては，設計竜巻の風圧力に

よる荷重に対して地震荷重が支配的であるため，耐震評価を確認すること

で支持構造物が十分な強度を有することが確認できる。 

3.3 荷重の組合せ

配管に関しては，設計竜巻荷重（風圧力による荷重，気圧差による荷重，

飛来物による衝撃荷重），積雪荷重，常時作用する荷重及び運転時荷重の組

合せとする。なお，運転時荷重として，配管内圧を考慮する。 

評価対象施設の評価項目ごとの組合せについて第３—２表に示す。 

第３—２表 評価対象施設の荷重の組合せ

評価対

象施設

の分類 

施設 

名称 

評価 

項目 

荷重の種類 

風圧力

による

荷重 

気圧差

による

荷重 

飛来物に

よる衝撃

荷重 

積雪 

荷重 

常時作

用する

荷重 

運転時

荷重 

屋外の

竜巻防

護対象

施設

配管 

構

造 

強

度 

〇 〇 
— 

(注１) 

— 

(注２) 
〇 

〇 

(注３) 

〇：考慮する荷重を示す。 

注１：設計飛来物は飛来物防護ネットで受け止めるため，設計飛来物による

衝撃荷重は見込まない。 

注２：積雪の影響を受けにくい構造（堆積しにくい）であることから，積雪

荷重は見込まない。 

注３：配管内圧による荷重
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4. 構造強度評価対象部強度位の選定結果一覧 

配管における構造強度評価対象部位の選定結果一覧を第４—１表に示す。 

第４—１表 構造強度評価対象部位の選定結果

構造強度評価対

象機器 
構造強度評価対象部位 主な応力の種類

配管 配管本体
一次応力 

（曲げ応力を含む） 
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